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１ 調査方法
フラット３５（買取型及び保証型）の利用者データを集計し、フラット３５の利用状況を調査

２ 今回の調査対象
2023年度（2023年４月～2024年３月）の買取承認案件及び付保承認案件で、借換えを除く32,382件につい

て集計

融資区分別（建て方別）の集計件数は、次のとおり

融資区分（建て方別） 本報告上の名称 2023 年度  2022 年度  

建物新築資金 注文住宅 4,886 件 7,355 件 

土地付建物新築資金 土地付注文住宅 9,416 件 16,026 件 

新築購入資金（戸建等） 建売住宅 6,600 件 11,128 件 

新築購入資金（共同建） マンション 2,609 件 4,278 件 

中古購入資金（戸建等） 中古戸建 4,966 件 6,559 件 

中古購入資金（共同建） 中古マンション 3,905 件 5,796 件 

 計 32,382 件 計 51,142 件 

 
※正式な名称は上表「融資区分（建て方別）」のとおりであるが、本調査では上表の「本報告上の名称」を使用する。
※構成比については、小数点第２位を四捨五入しているため、合計しても100％とならない場合がある。

調査の概要
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Ⅰ 調査結果の概要
１ 「融資区分別」（建て方別）利用割合の推移（2013～2023年度）

• 融資区分別（建て方別）の利用割合は、「注文住宅」（土地付注文住宅・注文住宅）が44.2％と、約半数近くを占め
ている。

• 「中古住宅」（中古戸建・中古マンション）の利用割合は前年度から3.3ポイント増加して27.4％となった。
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Ⅰ 調査結果の概要
２ 「年齢別」利用割合の推移（2013～2023年度）

• 平均年齢は、2017年度以降上昇傾向が続いており、2023年度は44.3歳（前年度＋1.5歳）となった。
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Ⅰ 調査結果の概要
２ （参考） 「年齢別×融資区分別」利用割合の変化（2022→2023年度）

• 平均年齢を融資区分別に見ると、全ての融資区分において前年度から上昇している。



©Japan Housing Finance Agency. All rights reserved. 6

Ⅰ 調査結果の概要
３ 「家族数別」利用割合の推移（2013～2023年度）

• 家族人数は、「２人」の利用割合が最も多く、次いで「３人」「４人」「５人以上」「１人」の順に続いている。
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Ⅰ 調査結果の概要
３ （参考） 「家族数別×融資区分別」利用割合の変化（2022→2023年度）

• 家族人数を融資区分別に見ると、注文住宅、土地付注文住宅、建売住宅では「３人」の利用割合が最も多く、マン
ション、中古戸建、中古マンションでは「２人」の利用割合が最も多い。
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Ⅰ 調査結果の概要
４ 「世帯年収」別利用割合の推移（2013～2023年度）

• 平均世帯年収は、2021年度以降増加傾向にあり、2023年度は661万円（前年度＋27万円）となった。
※世帯年収は本人及び収入合算者の合計



©Japan Housing Finance Agency. All rights reserved. 9

Ⅰ 調査結果の概要
４ （参考） 「世帯年収別×融資区分別」利用割合の変化（2022→2023年度）

• 平均世帯年収を融資区分別に見ると、全ての融資区分において前年度から上昇している。
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Ⅰ 調査結果の概要
５ 所要資金（融資区分別）の推移（2013～2023年度）

• 所要資金を融資区分別に見ると、マンション、土地付き注文住宅、注文住宅で前年度から増加した一方、 建売住
宅、中古マンション、中古戸建で前年度から減少している。

（＋397万円）

（＋209万円）

（＋146万円）

（－116万円）

（－120万円）

（－168万円）
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Ⅰ 調査結果の概要
６ 融資金（融資区分別）の推移（2013～2023年度）

（＋153万円）

（＋197万円）

（－93万円）

（＋73万円）

（－116万円）

（－110万円）

• 融資金を融資区分別に見ると、マンション、土地付き注文住宅、注文住宅で前年度から増加した一方、建売住宅、
中古マンション、中古戸建で前年度から減少している。

※融資金は、フラット３５（買取型）又はフラット３５（保証型）の融資金額
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Ⅰ 調査結果の概要
７ 年収倍率（融資区分別）の推移（2013～2023年度）

• 年収倍率を融資区分別に見ると、注文住宅を除く全ての融資区分で、前年度から横ばいもしくは減少している。
※年収倍率は、所要資金を世帯年収で除した数値
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Ⅰ 調査結果の概要
８ 総返済負担率の推移（2013～2023年度）

• 平均総返済負担率は、2020年度以降上昇傾向にあり、2023年度は23.4％（前年度＋0.3ポイント）となった。
※総返済負担率は、１か月当たり予定返済額を世帯月収で除した数値
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Ⅰ 調査結果の概要
８ （参考） 総返済負担率（融資区分別）の変化（2022→2023年度）

• 平均総返済負担率を融資区分別に見ると、中古戸建を除く全ての融資区分で、前年度から上昇している。
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Ⅰ 調査結果の概要
９－１ 中古戸建築後年数の推移（2013～2023年度）

• 中古戸建の平均築後年数は増加傾向が続いており、2023年度は23.0年（前年度比＋2.1年）となった。
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Ⅰ 調査結果の概要
９－２ 中古マンション築後年数の推移（2013～2023年度）

• 中古マンションの平均築後年数は増加傾向が続いており、2023年度は28.7年（前年度比＋1.7年）となった。
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Ⅰ 調査結果の概要
10 住宅面積（融資区分別）の推移（2013～2023年度）

• 住宅面積を融資区分別に見ると、注文住宅、土地付注文住宅で減少傾向が続いている。
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Ⅱ 主要指標
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Ⅱ 主要指標
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Ⅱ 主要指標
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Ⅱ 主要指標
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Ⅱ 主要指標
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Ⅱ 主要指標
2023年度フラット３５　中古戸建融資利用者の主要指標

年　度 単

2022年度 2023年度 2022年度 2023年度 2022年度 2023年度 2022年度 2023年度 2022年度 2023年度

　項　目 位  伸び率  伸び率  伸び率  伸び率  伸び率

歳 44.3 45.4 - 44.4 45.6 - 43.9 45.8 - 44.4 45.2 - 44.3 45.1 -

人 3.1 3.1 - 3.1 3.0 - 3.2 3.1 - 3.1 3.1 - 3.1 3.1 -

万円 529.0 535.7 1.3 583.9 603.1 3.3 488.5 510.9 4.6 492.7 500.2 1.5 501.0 497.0 △ 0.8

㎡ 114.2 114.6 0.4 105.6 105.6 0.0 112.6 111.9 △ 0.6 122.2 123.0 0.7 123.6 122.6 △ 0.8

〃 166.1 172.4 3.8 128.8 131.4 2.0 124.6 132.2 6.1 194.7 191.9 △ 1.4 228.0 231.7 1.6

倍 5.7 5.3 - 6.3 5.8 - 5.7 5.4 - 5.3 5.1 - 5.0 4.7 -

万円 2,703.6 2,535.6 △ 6.2 3,340.1 3,171.9 △ 5.0 2,523.6 2,484.9 △ 1.5 2,316.7 2,268.0 △ 2.1 2,149.8 2,025.4 △ 5.8

万円 274.3 219.7 △19.9 374.5 324.0 △13.5 243.2 213.2 △12.3 196.4 150.2 △23.5 196.0 143.8 △26.6

％ ( 10.1) ( 8.7) ( 11.2) ( 10.2) ( 9.6) ( 8.6) ( 8.5) ( 6.6) ( 9.1) ( 7.1)

〃 2,291.9 2,182.4 △ 4.8 2,792.6 2,672.1 △ 4.3 2,150.1 2,138.7 △ 0.5 1,985.5 1,979.3 △ 0.3 1,857.1 1,791.9 △ 3.5

( 84.8) ( 86.1) ( 83.6) ( 84.2) ( 85.2) ( 86.1) ( 85.7) ( 87.3) ( 86.4) ( 88.5)

〃 137.5 133.5 △ 2.9 172.9 175.9 1.7 130.3 133.0 2.1 134.9 138.5 2.7 96.7 89.7 △ 7.2

( 5.1) ( 5.3) ( 5.2) ( 5.5) ( 5.2) ( 5.4) ( 5.8) ( 6.1) ( 4.5) ( 4.4)

公 的 機 関 〃 1.2 3.5 191.7 1.6 8.0 400.0 0.0 2.6 - 0.0 0.0 - 2.0 0.8 △60.0

( 0.0) ( 0.1) ( 0.0) ( 0.3) ( 0.0) ( 0.1) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.1) ( 0.0)

民 間 金 融 機 関 〃 136.3 129.9 △ 4.7 171.3 167.9 △ 2.0 130.3 130.4 0.1 134.9 138.5 2.7 94.7 88.5 △ 6.5

( 5.0) ( 5.1) ( 5.1) ( 5.3) ( 5.2) ( 5.2) ( 5.8) ( 6.1) ( 4.4) ( 4.4)

勤 務 先 〃 0.0 0.0 - 0.0 0.0 - 0.0 0.0 - 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0)

親 . 知 人 等 〃 0.0 0.1 - 0.1 0.0 △100.0 0.0 0.0 - 0.0 0.0 - 0.0 0.4 -

( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0)

１か月当たり予定返済額 千円 82.4 83.0 0.7 99.7 101.8 2.1 76.0 80.2 5.5 73.1 75.0 2.6 67.9 69.0 1.6

％ 20.4 20.3 - 22.1 22.0 - 20.1 20.4 - 19.7 20.1 - 18.5 18.7 -

件 6,559 4,966 - 2,506 1,653 - 1,388 1,083 - 783 580 - 1,882 1,650 -

構 成 比 ％ 100.0 100.0 - 38.2 33.3 - 21.2 21.8 - 11.9 11.7 - 28.7 33.2 -

（注）　1.　主要指標は平均値を使用しているが、敷地面積については外れ値があるため中央値を使用している。

2．（　）内は購入価額を100.0とした場合の資金調達構成である。
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Ⅱ 主要指標

2023年度フラット３５　中古マンション融資利用者の主要指標

年　度 単

2022年度 2023年度 2022年度 2023年度 2022年度 2023年度 2022年度 2023年度 2022年度 2023年度

　項　目 位  伸び率  伸び率  伸び率  伸び率  伸び率

歳 45.2 46.8 - 45.2 46.6 - 44.9 46.1 - 44.8 47.7 - 46.1 48.1 -

人 2.5 2.5 - 2.4 2.4 - 2.6 2.6 - 2.5 2.3 - 2.6 2.5 -

万円 621.5 658.9 6.0 637.8 685.2 7.4 562.0 570.2 1.5 578.7 665.3 15.0 670.8 697.7 4.0

㎡ 68.0 68.1 0.1 64.8 64.6 △ 0.3 70.5 71.1 0.9 77.3 73.9 △ 4.4 74.7 73.8 △ 1.2

倍 5.9 5.6 - 6.3 5.9 - 5.7 5.7 - 4.8 4.8 - 4.9 4.5 -

万円 3,156.9 3,037.1 △ 3.8 3,518.0 3,378.6 △ 4.0 2,775.6 2,809.3 1.2 2,220.7 2,309.0 4.0 2,546.6 2,415.5 △ 5.1

万円 528.9 529.9 0.2 616.3 610.0 △ 1.0 423.2 470.8 11.2 256.2 354.9 38.5 431.7 396.2 △ 8.2

％ ( 16.8) ( 17.4) ( 17.5) ( 18.1) ( 15.2) ( 16.8) ( 11.5) ( 15.4) ( 17.0) ( 16.4)

〃 2,509.4 2,392.7 △ 4.7 2,767.5 2,634.7 △ 4.8 2,248.2 2,238.1 △ 0.4 1,875.2 1,865.6 △ 0.5 2,033.3 1,946.9 △ 4.2

( 79.5) ( 78.8) ( 78.7) ( 78.0) ( 81.0) ( 79.7) ( 84.4) ( 80.8) ( 79.8) ( 80.6)

〃 118.5 114.5 △ 3.4 134.2 133.9 △ 0.2 104.2 100.4 △ 3.6 89.4 88.4 △ 1.1 81.6 72.3 △11.4

( 3.8) ( 3.8) ( 3.8) ( 4.0) ( 3.8) ( 3.6) ( 4.0) ( 3.8) ( 3.2) ( 3.0)

公 的 機 関 〃 6.1 7.2 18.0 7.8 10.3 32.1 2.3 2.6 13.0 0.0 0.0 - 8.0 5.8 △27.5

( 0.2) ( 0.2) ( 0.2) ( 0.3) ( 0.1) ( 0.1) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.3) ( 0.2)

民 間 金 融 機 関 〃 112.3 106.8 △ 4.9 126.3 123.6 △ 2.1 101.9 97.7 △ 4.1 89.4 88.4 △ 1.1 73.0 62.2 △14.8

( 3.6) ( 3.5) ( 3.6) ( 3.7) ( 3.7) ( 3.5) ( 4.0) ( 3.8) ( 2.9) ( 2.6)

勤 務 先 〃 0.1 0.4 300.0 0.0 0.0 - 0.0 0.0 - 0.0 0.0 - 0.6 3.1 416.7

( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.1)

親 . 知 人 等 〃 0.0 0.2 - 0.1 0.0 △100.0 0.0 0.0 - 0.0 0.0 - 0.0 1.3 -

( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.0) ( 0.1)

１か月当たり予定返済額 千円 90.5 93.5 3.3 99.3 102.5 3.2 80.1 85.2 6.4 69.9 75.5 8.0 77.0 80.4 4.4

％ 19.7 19.9 - 20.8 20.6 - 19.1 20.1 - 17.2 17.6 - 17.0 17.4 -

件 5,796 3,905 - 3,475 2,188 - 1,251 896 - 383 308 - 687 513 -

構 成 比 ％ 100.0 100.0 - 60.0 56.0 - 21.6 22.9 - 6.6 7.9 - 11.9 13.1 -

（注）　（　）内は購入価額を100.0とした場合の資金調達構成である。
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